
資料３ 

 

 

特定防除資材（特定農薬）指定に係る今後の進め方について（案） 

 
 
＜特定農薬制度の趣旨＞ 

・無登録農薬の販売・使用が問題を契機として、平成１４年の臨時国会で農薬取締法が大

幅に改正、農薬の製造・使用等の規制を強化 

・農家が自家製造して使用している防除資材等で、明らかに安全上問題のないものにまで

登録の義務を課すことは過剰規制となるおそれ 

・「原材料に照らし農作物等、人畜及び水産動植物に害を及ぼすおそれがないことが明ら

かなものとして農林水産大臣及び環境大臣が指定する農薬」（特定農薬）について、農薬

登録を不要とする制度を新設 

 

＜個別資材の検討状況等＞ 

 これまでの合同会合において、審議を行った個別資材は以下のとおり。 

 ・木酢液（第６回、第 10 回で審議。その結果、継続審議） 

 ・電解次亜塩素酸水（第６回、第７回、第９回、第 10 回で審議。その結果、継続審議） 

 ・焼酎（第６回で審議） 

 ・ウェスタン・レッド・シーダー蒸留抽出液（第 10 回で審議。その結果、継続審議） 

 ・ヒノキの葉（第 10 回で審議。その結果、継続審議） 

 

＜今後の進め方＞ 

・継続審議となっている資材のうち追加資料の提供があった「電解次亜塩素酸水」、「木

酢液」、「ウェスタン・レッド・シーダー蒸留抽出液」について、今回、審議を行う。 

・第 10 回合同会合において、「安全性が明らかであり、生産現場で防除目的に使われてい

るもの（食品等）であれば、薬効に係る資料の一部について省略して評価する」こととさ

れた。これを受け、第６回合同会合において、提出された薬効試験では十分な効果が確認

できなかったため審議が打ち切られていた「焼酎」について、使用実態が確認されたため、

今回、改めて審議を行う。 

・今回審議を行う資材の他にも、評価に必要な資料が整いつつあるものもあるため、準備

が整い次第、次回以降の合同会合において審議していく予定。 

・さらに、上述の資材以外にも、今後、評価指針に基づく薬効・安全性に関する情報が提

供されたり、事務局において、文献調査や使用実態調査（食品など）を行った結果、評価

に必要な資料が整えば、次回以降の合同会合において審議していく予定。 
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参考 

＜これまでの合同会合における検討経緯＞ 

１ 第１回合同会合（平成 15 年 1 月 21 日）了承事項 

①平成１４年末に都道府県及びインターネットを通じて行った調査で情報提供のあっ

た資材のうち、「食酢」、「重曹」及び「天敵（使用される場所の周辺で採取され

たもの）」の３資材を特定農薬に指定【別添 p1】 

②「特定農薬」の通称を「特定防除資材」とすること 

 
２ 第２、３回合同会合（平成 15 年 4 月 16 日、同年 5月 21 日）了承事項 

①「特定防除資材（特定農薬）指定のための評価に関する指針（案）」について 

→平成 16 年３月に「特定防除資材（特定農薬）指定のための評価に関する指針につ

いて」通知（以下「評価指針」という。）を発出 

②特定防除資材の指定が保留されている資材のうち、農薬ではないとされるもの及び

農薬として使用すべきでないもの（使用する場合には農薬登録が必要なもの）を特

定し、特定防除資材の指定検討対象から除外すること 

→平成 16 年４月に「特定防除資材（特定農薬）に該当しない資材の取扱いについて」

通知を発出【別添 p3】 
 

３ 第４回合同会合（平成 16 年 11 月 30 日）了承事項 

①魚毒性の判定に必要な試験の具体的な実施方法について【別添 p13】 

②食品中の残留基準が設定された成分を含有する資材（除虫菊を含む資材及び光明丹

（四酸化三鉛））及び毒劇物に指定されている化学物質については特定防除資材の

指定の検討対象から除外すること【別添 p31】 

③特定防除資材の指定が保留されている資材のうち、薬剤でないと思われるもの等を

「特定農薬（特定防除資材）に該当しない資材の取扱いについて」通知へ追加する

こと【別添 p33】 

④評価指針Ⅲの１の（４）＊に規定する「化学合成された界面活性剤等の補助成分」に

該当するものを明確化【別添 p37】 

＊当該項目では、特定防除資材の指定の検討対象から除外するもののリストを定めている 

 
４ 第５回合同会合（平成 17 年 2 月 21 日）了承事項 

  特定防除資材の指定が保留されている資材のうち、液状活性炭等については特定防除

資材の指定の検討対象から除外とすること【別添 p41】 

 
５ 第６回合同会合（平成 17 年 8 月 31 日）了承事項 

①複数の原材料からなる混合物の評価方法について【別添 p43】 

②農薬と混合して使用される糖類等については、農薬取締法上の農薬に該当しないも

のとして取り扱うこと【別添 p49】 

③特定防除資材（特定農薬）として販売されるものの表示の指導に係る基本的考え方

について【別添 p51】 
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６ 第７回合同会合（平成 18 年 3 月 31 日）了承事項 

①社会通念上一定の性質を持つと判断されない資材については、製造条件を設定し、

それに合致する資材の薬効・安全性を評価することについて【別添 p54】 

 

 現在、審議中の資材の中では、電解次亜塩素酸水、木酢液がこれに該当する。 

【電解次亜塩素酸水の場合】 
 第９回合同会合において、電解次亜塩素酸の生成装置は多様であり、また生成

条件により違いが生じるため、何らかの条件設定が必要であると指摘されたこと

を受け、第 10 回会合において、以下の製造条件で生成する電解次亜塩素酸水につ

いて評価をスタートすることで了承 

 

「塩化カリウムまたは塩酸と飲用適の水を用いて生成された電解次亜塩素酸水

であって、pH6.5 以下、有効塩素濃度 10～60mg/kg のもの」 
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【木酢液の場合】 

第７回合同会合において提案した条件で製造されたサンプルの中に、高濃度の

ホルムアルデヒドを含むものがあった。 

ホルムアルデヒドの低減化を図るため、今回、関係団体から以下のとおり製造

条件が提案されている（第７回合同会合に提案した内容に、アンダーライン部分

を追加）  

 

「特定防除資材として指定される木酢液、竹酢液とは、住宅・家具等の廃材で

なく、殺虫消毒や防腐処理されていない木質原料を炭化する過程で、排煙口

の温度が 80℃以上 150℃未満で排出される排煙を冷却し、得られた液体を 90

日以上静置した後、上層の軽質油と下層の沈降タールを除去した中層部分を

精製した液体とする。」 

 

②「化学合成された物質」については、評価指針Ⅲの１の（１）＊において特定防除資

材の指定の検討対象資材の範囲外と規定されているが、「人工的に合成可能である

が、天然にも存在する化学物質」は検討対象資材の範囲内とすること【別添 p54】 

 ＊当該項目では、特定防除資材の指定の検討対象から除外するもののリストを定めている 

③全ての用途、対象作物に関する薬効データを求めるのは現実的でないことから、実

際に使用の認められる一部の用途につき薬効があると確認されれば、その資材は「薬

効がある」と判定すること【別添 p55】 

④水産動植物に対する安全性評価の見直し（供試動物をミジンコからオオミジンコへ

変更等）に係る評価指針の改正（案）について 

→平成 21 年７月に評価指針を改正 
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７ 第８回合同会合（平成 19 年 10 月 30 日）了承事項 
定義が不明確で評価・指定の対象とならない資材や文献等により毒性を有している可

能性がある資材については、検討対象から除外し、病害虫防除目的の使用を不可とする

こと等、特定防除資材としての指定の判断が保留されている資材の整理方針案について

【別添 p63】 
 
８ 第９回合同会合（平成 20 年 9 月 2 日）了承事項 

第８回合同会合において了承された整理方針を踏まえ、特定防除資材としての指定の

判断が保留されている個別の資材のうち、引き続き特定農薬の指定に関する検討を行う

資材と、検討対象から除外する資材の整理案について（ただし、一部の資材の再整理を

事務局に一任）【別添 p73】 
 なお、平成14年末に都道府県及びインターネットを通じて情報収集した資材のうち、

第９回合同会合において特定農薬の指定の検討対象から除外することとした資材につ

いては、「特定農薬（特定防除資材）の検討対象としない資材の取扱いについて（案）」

通知及びこれに係る指導通知を発出し、周知する予定。 

 
９ 第 10 回合同会合（平成 20 年 11 月 21 日）了承事項 

①増殖した土着天敵の利用は、一定の条件の下、認めること【別添 p97】 

②安全性が明らかであり、生産現場で防除目的に使われているもの（食品等）であれ

ば、薬効に係る資料の一部を省略して評価するなどの除外規定を評価指針に追加す

ること【別添 p101】 

→平成 21 年７月に評価指針を改正 
 
 〔関係機関への通知〕 

・H15.3.13 付け 14 生産第 10052 号 
  農薬取締法の一部を改正する法律の施行について 
・H16.3.1 付け 15 消安第 6522 号、環水土発第 040301001 号 

特定防除資材（特定農薬）指定のための評価に関する指針について 
   ・H16.4.23 付け 15 消安第 7436 号、環水土発第 040423001 号 
     特定農薬（特定防除資材）に該当しない資材の取扱いについて 
   ・H21.3.2 付け 20 消安第 11885 号、環水大土発第 090302001 号 
     特定農薬（特定防除資材）として指定された天敵の留意事項について 

・H21.7.13 付け 21 消安第 2712 号、環水土発第 090713001 号 

     特定防除資材（特定農薬）指定のための評価に関する指針の一部改正について 

・H21.11.5 付け 21 消安第 8305 号、環水土発第 091105001 号 

特定防除資材の指定に関する資料を提供する際の資料概要の様式及び記入例に

ついて 


























